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ごあいさつ
　皆さま方におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
平素は格別のお引き立てを賜り、厚く御礼申し上げます。

2022 年度は、9月に台風 14号が非常に強い勢力で鹿児島県に上陸するなど、
一昨年に引き続き自然災害が多発いたしました。これらの自然災害で被害を
受けられた方々に心からお見舞い申し上げます。
今後も、異常気象を要因とした自然災害の発生は続くと予測されます。万一
の際の安心を提供する少額短期保険業者として、当社は迅速に保険金をお支
払いし、ご契約者ならびに関係各所の皆さまに信頼されるよう一層努力して
まいります。
さて、2022 年度の国内経済の状況は、新型コロナウイルスの感染拡大が始まっ
て 3年が経過し、変異株による感染の拡大が起こりながらもワクチン接種率
の向上や政府の経済対策などにより「With コロナ」に向けての取り組みが推
進され、個人消費の持ち直しや訪日外国人数の復調に伴うインバウンド需要
により回復の動きがみられました。
一方で、国際的にはウクライナ情勢や欧米を中心としたインフレの加速など
が景気の下振れ要因となっております。また、それらの要因とあわせて大型
ハリケーンや豪雨等による自然災害の多発により世界の再保険マーケットは
非常にネガティブになっております。その結果、再保険料の高騰が保険業界
にとって新たな懸念材料となっております。

このような状況下、当社は親会社であるシノケングループの投資用アパート
メント、マンションの堅調な販売に支えられ、保険料収入は前期比 9.3%増の
690,361 千円となり、15期連続の増収を達成することができました。その結
果、最終損益は 3,145 千円の黒字となりました。
2022 年 8月にシノケングループがMBOを発表し、2023 年 4月に一連の手
続きが完了いたしました。同時に、シノケングループは、当社株式を短期的
に処分することは予定していないこと、当社を含むシノケングループ全体で
の成長戦略を推進する予定であること、当社の経営の健全性に必要な資金が
確保できない可能性がある場合にはシノケングループから必要に応じて増資
等を行うこと等を表明しております。当社は、引き続きシノケングループと
のシナジーを追求し、収益性向上と企業価値向上を推進し、少額短期保険事
業の業容拡大を目指してまいります。

あらためて皆さまのご支援、ご愛顧に感謝申し上げるとともに、当社の経営
や事業内容につきまして、より深くご理解いただくための資料として「2023
ジック少額短期保険株式会社の現状」を作成いたしました。本冊子により、
当社およびシノケングループに対する皆さまのご理解が深まり、より一層の
ご支援、ご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

2023 年 7月

ジック少額短期保険株式会社
代表取締役 川村　峰生
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シノケングループの概要
株式会社シノケングループは、純粋持株会社として、傘下の各事業会社の経営管理・指導
を行っております。

ホールディングカンパニー

株式会社シノケングループ
〒810-0001
福岡市中央区天神一丁目1番1号　アクロス福岡
TEL（092）-714-0040(代表)
FAX（092）-714-0064

創業年月日 1990年6月5日
資本金 70億円（2023年4月1日現在）
事業内容 各事業会社の経営管理事業（純粋持株会社）
代表取締役社長 篠原　英明
売上高（連結） 1,045億25百万円（2022年12月期）
従業員数（連結） 1,107名（2022年12月末現在）

グループ傘下事業会社のご紹介（一部抜粋）
株式会社シノケンプロデュース：投資用アパートメントの企画、マーケティング、開発、建築、販売
株式会社シノケンハーモニー：投資用マンションの開発、販売
株式会社シノケンファシリティーズ：不動産賃貸管理　マンション管理業　不動産仲介業　
　　　　　　　　　　　　　　　　　清掃管理事業
株式会社シノケンコミュニケーションズ：家賃等の債務保証
株式会社シノケンアセットマネジメント：投資運用業
ジック少額短期保険株式会社：少額短期保険事業
株式会社小川建設：総合建設業
株式会社エスケーエナジー：LPGリテール(LPガス事業)およびパワーリテール(電力事業)
株式会社シノケンウェルネス：ライフケア事業の統括　サービス付き高齢者向け住宅の運営　
　　　　　　　　　　　　　　介護人材育成
株式会社シノケンオフィスサービス：バックオフィス事業（総務・経理・財務・情報システム）
株式会社REaaSTechnologies：不動産とテクノロジーを融合した不動産テックの企画、開発、構築、
　　　　　　　　　　　　　　販売、運営及び保守管理及びそれに付随するコンサルティング等
SKG INVEST ASIA（HONG KONG）LIMITED:海外事業会社の経営管理事業（持株会社）
希諾建（上海）物業経営管理有限公司：中国不動産仲介　中国不動産コンサルティング
PT.Shinoken Development Indonesia:インドネシア不動産開発・運営事業

PT.Shinoken Asset Management Indonesia：インドネシア不動産ファンドの組成・運営
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経営理念
シノケングループでは、以下を経営理念に掲げております。

一.世界中のあらゆる世代のライフサポートカンパニー
また、当社は、以下の経営理念を掲げております。

一 . 世界中のあらゆる世代が真に満足する保険サービスを提供いたしま
す

会社の特色（経営方針）
当社は、以下を経営方針に掲げております。

一.	常にスピード感をもって最大限のグループシナジーを追求し、
	 人々や社会の課題を解決します

1 当社の概況および組織

会社の沿革

2001年9月　	 損害保険代理店などの出資により株式会社ジックを設立
2002年7月　	 Ｆ＆Ｒ共済会（任意団体）の業務を受託
2006年3月　	 保険業法改正を受けＦ＆Ｒ共済会が当社に事業譲渡
2006年5月　	 特定保険業者としての届出を千葉財務事務所に提出
2008年5月　	 千葉県初の少額短期保険業者として関東財務局に登録、社名をジック少

額短期保険株式会社に変更
2010年11月	 関東財務局の兼業承認を得て損害保険代理業務に進出
2013年9月　	 株式会社シノケングループ等を引受先とする第三者割当増資を実施し、

株式会社シノケングループの連結子会社となる
2014年7月　	 賃貸住宅生活者総合保険の販売開始
2015年8月　	 東京都港区に東京支店（現　東京本社）開設
2015年9月　	 賃貸住宅利益・費用保険の販売開始
2018年10月	 関東財務局の兼業承認を得て、新たに三井住友海上保険の損害保険代理

業務を開始
2019年9月　	 大阪府大阪市淀川区に大阪営業所開設
2020年7月　	 賃貸住宅生活者総合保険２の販売開始
2020年11月	 孤立死の補償に特化したエンディング費用保険の販売開始
2020年11月	 関東財務局の兼業承認を得て、新たに共栄火災海上保険の損害保険代理

業務を開始
2021年6月　	 シノケングループ東京本社内（東京都港区）に東京本社移転
2021年10月	 賃貸経営サポート保険の販売開始
2023年3月　　損害保険代理業務を廃業
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東金本店
営業課

東京本社
営業課

株主総会

取締役会

代表取締役

保険計理人

監査役

経営の組織

当社の組織（2023年 7月 1日現在）

所在地
本　　	 店	：	〒283-0068
　　　　　			 千葉県東金市東岩崎15-6
　　　　　			 電話 0475（50）2240（代）
東 京 本 	社	：	〒105-0013
　　　　　			 東京都港区浜松町2-3-1　日本生命浜松町クレアタワー
　　　　　			 電話03（6870）6777（代）
大阪営業所		：	〒532-0011
　　　　　　	大阪府大阪市淀川区西中島4-4-11　太陽ビル
　　　　　　	電話06（6476）9078（代）

営業部

大阪営業所
営業課

事故
センター

損害
調査課

業務管理課
【コールセンター】

総務
経理課

内部監査室管理部

リスク管理委員会
コンプライアンス

委員会

　　経営会議　　
部門長会議
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株式の状況

①株式数
　　　発行可能株式総数　　	 2,000株
　　　発行済株式の総数	 1,000株

②株主数（2023年7月1日現在）						5名

③主要な株主（全株主）

株主の氏名又は名称 当社への出資状況
持株数等 持株比率

株式会社シノケングループ
菅沼　敏和
篠原　英明
川村　峰生
霍川　順一

500株
213株
197株
50株
40株

50.0％
21.3％
19.7％
5.0％
4.0％

（2023年 7月 1日現在）　

役員の状況

氏　　名 地位及び担当 重要な兼職 その他
川村　峰生 代表取締役

経営管理、業務企画、営
業部、管理部、コンプラ
イアンス

　ー ー

玉置　貴史 取締役（非常勤） 株式会社シノケングループ
専務取締役　最高執行責任者（COO）
株式会社シノケンファシリティーズ
代表取締役
株式会社シノケンアセットマネジメント
取締役
株式会社プロパスト
取締役

ー

倉田　玲児 取締役（非常勤） 株式会社シノケンファシリティーズ
取締役 ー

大倉　圭 監査役 株式会社シノケングループ
営業本部事業推進部シニアマネー
ジャー
株式会社シノケンアセットマネジメント
監査役
株式会社プロパスト
監査役

公 認 会
計士

（2023年 7月 1日現在）　
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２ 主要な業務の内容
取扱商品：賃貸住宅生活者総合保険２(ペットネーム：生活安心総合保険２)

①特　徴
日本初の賃貸人等を被保険者とする「孤立死原状回復費用」など５つの特約を有していた
少額短期家財保険で初めてとなるリスク細分型家財保険「賃貸住宅生活者総合保険(ペッ
トネーム：生活安心総合保険)」をリニューアルした商品。
2020年7月1日より販売開始。近年多発する自然災害への備えを一層充実させると共
に社会問題ともなっている「孤立死」事故への補償を拡充した入居者やオーナー、管理会
社のニーズを取り入れた商品です。
主な変更点は以下の通りです。
・風水害損害保険金の保険金額を家財損害保険金額と同額へ引上げ
（従来商品は家財保険金額の10％）
・孤立死原状回復費用保険の保険金額を100万円に引上げ
（従来商品は50万円）
・入居者が賃貸住宅以外で死亡した場合の遺品整理費用保険を新設
・孤立死原状回復費用保険と遺品整理費用保険に関して、賃貸人が当社へ直接原状回復費
用等に係る債権額を請求できる条項を新設
契約プランは、「学生・単身者向け」2コース、「単身者・カップル向け」3コース、「カップ
ル・ファミリー向け」3コースをご用意しております。
補償内容は、従来商品のワイドプランに一本化し、保険期間は1年間もしくは2年間とな
ります。

②補償内容
担保種目 補　償　内　容

賠
償
責
任
保
険

個人賠償責任保険
賃貸住宅の使用・管理に起因する漏水等により、他人の財
物を破損させた等の賃貸住宅内より発生した偶然な事故に
より法律上の損害賠償責任を負った場合、賠償責任保険金
を支払う。

借家人
賠償責任保険

火災、破裂・爆発事故により、賃貸住宅に損害を与え、家主（転
貸人を含む）に対して法律上の損害賠償責任を負った場合、
賠償責任保険金を支払う。

損
害
保
険

家財損害保険
次の事故によって家財に生じた損害に対し、再調達価額を
基準に保険金を支払う。
火災、落雷、破裂・爆発、落下・飛来・衝突等、水ぬれ、
暴力行為・破裂行為、破損・汚損等。

盗難損害保険 盗難事故によって家財に生じた損害に対し、時価額を基準
に保険金を支払う。

風水害損害保険
風災・雪災・水災等の事故により家財に生じた損害に対し、
再調達価額を基準に保険金額を限度に実際の損害額を支払
う。
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担保種目 補　償　内　容

費
用
保
険

修理費用保険
事故や居住者の過失により、賃貸住宅内の建具等を破損さ
せた場合や賃貸借契約に基づいて、自己の費用で軽微な修
理を行った場合の費用を支払う。

罹災費用保険 火災などで家財が損害を受け保険金が支払われる場合、消
防署、自治体などへの罹災手続き等の費用を支払う。

緊急宿泊費用保険
火災などで賃貸住宅が安全に日常生活を営むための住居と
しての機能が著しく損なわれた場合、臨時に生じる宿泊費
用等を支払う。

罹災転居費用保険
火災や風水害により、賃貸住宅が住居としての機能を著し
く失い居住できなくなった場合、事故の日からその日を含
めて 30日以内に被保険者が負担した転居費用を支払う。

残存物撤去費用保険 火事や風水害により、損害を受けた家財の残存物の取り壊
し・搬出・清掃に支出した費用を支払う。

ドアロック交換
費用保険

ピッキングによる盗難に遭い、その再発を防止するためド
アロックの交換や防犯装置等を設置した場合、１事故あた
り 3万円を限度に支払う。

孤立死原状回復費用
保険

賃借人である被保険者が賃貸住宅内で孤立死したことによ
って、賃貸住宅が損害を受け、被保険者に代わって原状回
復費用を負担した者に対して、孤立死原状回復費用保険金
を支払う。

遺品整理費用保険
賃借人である被保険者が死亡したことにより、賃貸住宅の
賃貸借契約等が終了する場合において、その被保険者に代
わって遺品整理を行うべき者が、被保険者の遺品整理のた
めの費用を負担したとき、遺品整理費用保険金を支払う。

③契約例
保険期間 2年間

保　険　金　額
賠償責任保険 損害保険

個人賠償責任保
険

借家人賠償責任
保険

家財損害保険 盗難損害保険 風水害損害保険

1000万円 1000万円 346万円 69.2 万円 346万円

保　険　金　額
費用保険

修理費用
保険

罹災費用
保険

緊急宿泊
費用保険

罹災転居
費用保険

残存物撤
去費用保
険

ドアロッ
ク交換費
用保険

孤立死原
状回復費
用保険

遺品整理
費用保険

100万円 34.6
万円 20万円 30万円 17.3

万円 3万円 100万円 50万円

・上記の保険料 20,000 円
・	家族構成等により 142.3 万円から 651.5 万円までの範囲で適切な家財の保険金額を選択すること
ができる。この場合、保険料は 16,000 円より 26,000 円の範囲で設定されている。保険期間は、
1年契約または 2年契約が選択でき、1年契約の保険料については、2年契約の半額となっている。

・上記にプラスして、『地震災害費用保険』『ペット諸費用保険』『ストーカー対策費用保険』『ホーム
ヘルパー費用保険』の各特約を追加保険料を負担して契約することができる。（複数の特約をセッ
トできる）
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取扱商品：賃貸経営サポート保険

①特　徴
主にシノケングループが販売する投資用アパートメント・マンションをご購入して頂い
たお客様で、かつ、シノケンファシリティーズに賃貸管理業務を委託して頂いているなど
の諸条件を満たされた物件のオーナー様向けの商品。
家賃補償条項は、入居者が自殺や孤立死し賃貸住宅の賃貸借契約が解約され、賃貸住宅
が心理的に瑕疵ある物件（いわゆる事故物件）として家賃を値下げした場合の空室期間
の家賃や値下げによる損失を補償いたします。不幸にして事故物件となってしまった賃
貸住宅では、その後、空室・家賃値引き等による家賃収入の損失や各種費用負担が重く、
また、ローン返済中のオーナー様にとっては賃貸経営上の大きなリスクと予測されま
す。当商品を活用した新サービスの適用を受ける事で、これらのリスクを回避できるよ
うになります。オーナー様にとっては「安心してお部屋を貸す事が出来る」というメリッ
トがあります。
災害家賃補償条項は、火災や水害等の事故により賃貸住宅が損害を受けて賃貸借契約が
終了し、空室となったことにより家賃収益に損害が発生した場合の損失を補償いたしま
す。
②補償内容

担保種目 補　償　内　容

家
賃
補
償

条
項

家賃収益等
損害保険

賃貸住宅が「事故物件」となった事によって生じた家賃収
入等の損失を補償
★家賃 12ヶ月分または 100万円のいずれか低い金額を限
度に実際に生じた家賃損害額を補償

災
害
家
賃
補
償

条
項

災害家賃収益等
損害保険

賃貸住宅が火災・風災・水災等の事故により損害を受け、
賃貸借契約が終了し空室となった場合の家賃収益損害を補
償
★賃貸住宅 1戸室あたり家賃 6ヶ月分または 50万円のい
ずれか低い金額を補償。ただし、賃貸住宅 1棟あたり 500
万円が限度

③契約例
保険期間1年間
・月額賃料83,333円以下の戸室の場合120円（月払保険料）
・月額賃料83,333円以上の戸室の場合180円（月払保険料）

保険の募集

当社の賃貸住宅生活者総合保険２・賃貸経営サポート保険は、少額短期保険募集人による
代理店募集により販売しております。
賃貸住宅にお住まいになる方向けの保険商品のため、当社の代理店は主として賃貸住宅
を管理する不動産店に代理店委託しております。
保険の募集に際しては、以下の通り勧誘方針を定め、適正な募集活動の推進に努めており
ます。



２

主
要
な
業
務
の
内
容

11

勧誘方針

1.	 保険商品の販売にあたっては、保険業法、金融サービスの提供に関する法律、消費者
契約法及びその他の関係法令等を守り適正な販売に努めてまいります。	 	

2.	 保険商品の販売にあたっては、お客様に内容を十分にご理解いただけるよう、知識の
修得、研さんに励み、わかりやすいご説明に努めてまいります。

3.	 お客様の保険に関する知識、加入目的、財産等を総合的に勘案し、お客様のご意向と
実情に即した適切な保険商品のご案内に努めてまいります。

4.	 保険商品の販売にあたっては、お客様の立場にたって、時間、場所等について十分に
配慮するよう努めてまいります。

5.	 万一事故が発生した場合の保険金のお支払いにつきましては、ご契約の内容に従い、
迅速、適確に手続きが行われるよう努めてまいります。

6.	 お客様の個人情報は適切に管理し、プライバシーの保護に努めてまいります。
再保険の状況

当社は、お引受するリスクの分散による事業の安定性確保のために、当社の保険責任の一
部を再保険契約しております。
再保険会社の選定については、原則として格付会社よりダブルＢ以上の格付けを取得し
ている会社を要件としております。
2023年3月31日現在、当社は下記の再保険会社と再保険契約を締結しております。

再保険会社：	トーア再保険株式会社
東京海上日動火災保険株式会社
Labuan Re（マレーシア）
CCR Re（フランス）
Asia Insurance（香港）
Bangkok Insurance（タイ)
Korean Insurance（韓国）
出再割合　：９0％

保険金のお支払

当社は、保険事故の迅速かつ適切な処理を基本方針としております。基本方針に沿っ
た事故対応ができるよう、それを具体化させた「事故処理マニュアル」、「保険金支払漏
れ防止マニュアル」策定し、その徹底を図っております。マニュアルの主な内容は以下
の通りです。

事故処理マニュアル

1. 初動
電話やメール、FAX等による事故の連絡が入ったら、以下の項目を確認し対応する。
（ｱ）契約内容（ｲ）事故内容（ｳ）事実確認
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2. 調査
保険金請求書類を受領後、以下の項目を確認し、損害の内容を調査し対応する。
（ｱ）返送された書類に記入漏れがないかチェックする（ｲ）損害品の購入年月日、購入場所
など記入漏れがあった場合は、保険金請求者へ問い合わせる（ｳ）裏付け書類が全くなかっ
た場合、損害品の写真または現品の送付を依頼する（ｴ）事故類型により、関係機関への
問い合わせ等を実施する（盗難事故：所轄の警察署へ被害届・被害内容を確認、等）、反社
データベースへ照会。
モラルリスクが疑われる場合
※損害調査会社へ委託し、保険金請求人との面談調査を実施する。　　
※代理店（不動産管理会社）に協力を求め、保険金請求人の属性を調査する。
保険金請求代行業者の介在が疑われる場合
※家電メーカー、家電販売業者の修理窓口の修理不能証明を提出してもらう。
※損害調査会社へ委託し、修理業者と保険金請求人への面談調査を実施する。
30日以内に保険金請求書類が返送されない場合
①31日目から2営業日以内に、保険金請求の照会状を郵送またはSMSにより送付し、2
週間以内の回答を依頼する。

②回答期限までに返信がなかった場合は、再度、2週間以内の回答を依頼し、回答がな
かった場合は、保険金請求の意思がないものと判断する旨を通知する。　　

③再び回答が無い場合は、一旦、無責（保険金請求意思なし）として処理する。

3. 査定
適切な支払保険金査定のために、別に定める支払査定基準に基づき査定する。
異例処理について
本マニュアルに従い、適切に支払保険金額を算出し、保険金請求人に提示したにも関わ
らず、損害額の査定額や査定基準などに不満があり、協定することが困難となった事案
や、保険金詐取や反社会的勢力の存在が疑わしい事案に関しては、保険金支払管理規程第
１０条（異例処理）の規程に従い対処する。
即時払事案について
巨大自然災害により、広範囲に損害が発生し、保険金支払が多数予測される場合や、ア
パート等の集合住宅が全焼もしくは全壊となり、多数の被保険者に損害が発生し、高額な
保険金支払が予測される場合は、損害調査課は、再保険契約書および附属覚書に基づく再
保険会社へ支払保険金の即時払（回収再保険金）申請を行うことができる。この場合、損
害調査課は代表取締役に支払保険金額の概算を報告し、代表取締役はリスク管理・コンプ
ライアンス委員会を招集し、即時払申請の可否を検討する。
リスク管理・コンプライアンス委員会は、事故の概要を精査し、即時払申請の可否を判断
する。また必要に応じて保険計理人と協議し、保険商品設計上の保険数理に影響が及ば
ないか検討する。
即時払申請および保険数理上の影響に関しては、取締役会に報告し、その承認を得る。

4. 支払
保険金請求人との協定が完了した事案につき、以下のとおり支払処理をする。
①	損害調査課の事案担当者は、支払決裁書（保険金請求書類、査定関連書類など事案に関
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わる書類一式を添付）を起票し、決裁者に提出する。
②	決裁者は内容を確認し、総務経理課に支払決裁書を送付する。
③	総務経理課は支払決裁書の内容を確認し、保険金支払処理する。その後、総務経理課は
保険金支払書類一式を管理部管理課へ回送する。

④	管理部管理課は、支払年月ごとに保険金支払書類を取りまとめ、10年間保管する。再
保険に付した保険契約に関わる事案は、支払年月ごとに再保険勘定書を作成し、代表取
締役に提出し、承認を得て再保険会社に対して支払保険金の出再分を請求する。

5.完了
保険金の支払後に契約者（請求者）へ支払保険金の内容を書面または電磁的な方法にて通
知する。

＊適切な保険金の支払（査定）のために
①基本的な観点：被害に遭われたお客さまに、迅速に適切な保険金を支払う。
②そのためには　
　(ｱ)必要な資料・情報を可能な限り入手する。
　(ｲ)予断、偏見を排除する。
　(ｳ)お客さまにも出来る限り協力して頂く。
　(ｴ)不正請求には毅然と対処する。
③査定額の決定：損害調査課は、査定結果について代表取締役に報告し、決済を受ける。
　代表取締役は、必要に応じて外部法律顧問に意見具申を求める。
④リスク管理委員会・コンプライアンス委員会
1事故での支払保険金が当社規定の高額支払い事案に該当する事故が発生した場合は、
上記に加えて、再保険会社との協議を行う。
協議内容、事故の概要はリスク管理委員会・コンプライアンス委員会に報告し、損害率
への影響など検討を行い、必要に応じて保険計理人の検証を求める。

保険金支払漏れ防止マニュアル

①長期未請求案件
長期未請求事案とは、事故受付後２ヶ月経過し、保険金請求書類が完了されなかった事案
とする。（一旦、無責（保険金請求意思なし）処理した事案を除く）長期未請求事案は以下
の類型に整理し、管理する。
(ｱ)訴訟事案：	損害額、過失認定をめぐり紛争となり訴訟となった事案
(ｲ)災害事案：	台風等の自然災害により損害が多発、広範囲に及び、損害調査が未完了の

事案
(ｳ)業者事案：	管理会社または修理業者の都合により損害額の見積書が作成されず、保険

金請求書類が完了されない事案
②付随する支払漏れの防止
付随する保険金とは、主たる保険金に付随して支払われる費用保険で、「罹災費用保険金」
と「残置物撤去費用保険金」が該当する。販売プラン、コースにより、補償の有無が異なる
ので、事故処理担当者は、事案を処理する際に補償の有無を十分に確認する必要がある。
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また「残置物撤去費用保険金」は実損払のため、費用の負担がない事案（台風等の災害で
自治体が無償で残置物を撤去する場合など）に関しては保険金を支払わないので注意が
必要である。
付随する保険金の支払漏れ防止のために、保険金請求書類に添付された支払決裁書の内
容を各段階で確認し、支払漏れの有無をチェックする。
③損害調査会議の役割
長期未請求事案に関しては、毎月開催する損害調査会議で、全件の進捗状況を報告し、速
やかな保険金支払に向けて対策を論議、検討する。営業部などの関係部署の協力が必要
な場合は、出席取締役が営業部に指示して事案解決に協力する。

支払時情報交換制度

当社は、一般社団法人日本少額短期保険協会、少額短期保険業者および、特定の損害保険
会社とともに保険金等のお支払いまたは、保険契約の解除、取消し、もしくは無効の判断
の参考とすることを目的として、保険契約に関する所定の情報を相互照会しております。
＊「支払時情報交換制度」に参加している少額短期保険会社等の社名につきましては、一般社
団法人日本少額短期保険協会ホームページ（https://www.shougakutanki.jp/）をご参照
ください。
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3 主要な業務に関する事項

2022年度における業務の概況

①事業内容
当社は「賃貸住宅生活者総合保険２」（ペットネーム：生活安心総合保険２）を2020年7
月より、代理店を通じて販売しております。また、2021年10月から賃貸住宅利益・費
用保険をリニューアルした賃貸経営サポート保険の販売を開始いたしました。

②経済環境
2022年度におけるわが国の経済は、新型コロナウイルスの感染拡大が始まって3年が
経過し、変異株による感染の拡大が起こりながらもワクチン接種率の向上や政府の経済
対策などにより「Withコロナ」に向けての取り組みが推進され、個人消費の持ち直しや
訪日外国人数の復調に伴うインバウンド需要により回復の動きがみられました。国際
的には、ウクライナ情勢や欧米を中心としたインフレの加速などが景気の下振れ要因と
なっております。このような状況下、当社は親会社であるシノケングループの投資用ア
パートメント、マンション販売に支えられ、引き続き大きな成果を上げることができま
した。

③事業経過と成果
2022年度は、収入保険料が対前期比9.3％の増収、契約数も9.6％の増加となりました。
保険金支払については、自然災害が比較的少なかったこともあり2.0％の減少となりま
した。収入保険料に再保険収入を加えた保険料等収入は、対前期比9.0％の増加となり
ました。
事業費は、収入保険料の増収に伴い代理店手数料が増加し、対前期比5.0％の増加となり
ました。また、初年度収支残の増加により責任準備金の繰入れが対前期比595.0％の増
加となりました。これらの結果、5,495千円の経常損失となりました。当期純利益は、
3,145千円となりました。
販売網の拡充については、41店の代理店を新設いたしましたが、未稼働代理店の整理
を推進した結果、廃業の代理店が40店あり、純増は1店となりました。これらの結果、
2023年3月末の代理店数は302店となりました。

④今後の課題
お客さまに安心を提供する少額短期保険業者として、事業の安定性と継続性の確保が重
要な課題となっております。そのために親会社であるシノケングループとの連携をさら
に強化してまいります。また、営業社員による代理店新設を推進しつつも、前年度から
引き続き未稼働代理店の整理を推進し、良質な契約の確保と生産性の向上に努め、財務
基盤の強化および事業の安定性と継続性を推進してまいります。
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財産及び損益の状況の推移

区　　分 2020年度 2021年度 2022年度
（当期）

収入保険料 562,304 千円 631,470 千円 690,361 千円
正味収入保険料 53,987 千円 47,006 千円 48,487 千円
利息及び配当金収入
経常利益又は経常損失（△）
契約者配当準備金繰入額
当期純利益又は当期純損失（△）

1千円
△ 629千円

－
1,495 千円

1千円
720千円

－
2,810 千円

1千円
△ 5,495 千円

－
3,145 千円

総資産 137,316 千円 147,981 千円 180,118 千円
１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△） 1,494 円 57銭 2,810 円 33銭 3,145 円 13銭

直近の３事業年度における主要な業務の状況を示す指標

区　　分 2020年度 2021年度 2022年度
（当期）

経常収益 1,041,010 千円 1,160,130 千円 1,262,498 千円
経常費用 1,041,639 千円 1,159,410 千円 1,267,993 千円
経常利益又は経常損失（△） △ 629千円 720千円 △ 5,495 千円
当期純利益又は当期純損失（△） 1,495 千円 2,810 千円 3,145 千円
資本金の額
発行済株式の総数

44,000 千円
1,000 株

44,000 千円
1,000 株

44,000 千円
1,000 株

純資産額 58,114 千円 60,924 千円 64,069 千円
保険業法上の純資産額 63,230 千円 67,271 千円 71,593 千円
総資産額 137,316 千円 147,981 千円 180,118 千円
責任準備金残高 35,596 千円 39,638 千円 67,744 千円
有価証券残高 － － －
ソルベンシー・マージン比率 1,232.0％ 1,438.0％ 1,455.5％
配当性向 － － －
従業員数 15名 16名 15名
正味収入保険料の額 53,987 千円 47,006 千円 48,487 千円
１株当たり当期純利益
又は当期純損失（△） 1,494 円 57銭 2,810 円 33銭 3,145 円 13銭

＊	正味収入保険料の内訳は以下の通りです。
	 保険料及び再保険返戻金の合計額　　　	 707,332千円
　	再保険料及び解約返戻金等の合計額　　　	 658,845千円
　	差引　　　　　　　　　	 48,487千円
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直近の２事業年度における業務の状況

1. 主要な業務の状況を示す指標等
生活安心総合保険、生活安心総合保険２･･･家財保険と表記いたします
※生活安心総合保険は2020年7月に商品改定し、生活安心総合保険２として販売してお
ります。
賃貸住宅利益・費用保険、賃貸経営サポート保険、エンディング費用保険･･･費用保険と
表記いたします
※エンディング費用保険は2020年11月から販売開始し、2022年12月に販売停止と
しております。
※賃貸住宅利益・費用保険は2021年10月に商品改定し、賃貸経営サポート保険として
販売しております。

①正味収入保険料

種　目
2021年度 2022年度

金額 構成比 金額 構成比
家財保険 38,952 千円 82.87％ 37,366 千円 77.06％
費用保険 8,054 千円 17.13％ 11,121 千円 22.94％
その他の保険 － － － －
合計 47,006 千円 100.0％ 48,487 千円 100.0％

＊正味収入保険料とは、元受収入保険料から再保険料および解約返戻金やその他返戻金控除したもの
です。

②元受正味保険料

種　目
2021年度 2022年度

金額 構成比 金額 構成比
家財保険 586,361 千円 98.65％ 629,332 千円 98.26％
費用保険 8,054 千円 1.35％ 11,121 千円 1.74％
その他の保険 － － － －
合計 594,415 千円 100.0％ 640,453 千円 100.0％

＊元受正味保険料とは、元受保険料から元受解約返戻金および元受その他返戻金を控除したものです。

③支払再保険料

種　目
2021年度 2022年度

金額 構成比 金額 構成比
家財保険 547,410 千円 100.0％ 591,966 千円 100.0％
費用保険 － － － －
その他の保険 － － － －
合計 547,410 千円 100.0％ 591,966 千円 100.0％

＊支払再保険料とは、再保険料から再保険返戻金を控除したものです。
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④保険引受利益

種　目
2021年度 2022年度

金額 構成比 金額 構成比
家財保険 △ 339千円 △ 47.08％ △ 9,179 千円 △ 67.04％
費用保険 1,059 千円 147.08％ 3,684 千円 167.04％
その他の保険 － － － －
合計 720千円 100.0％ △ 5,495 千円 100.0％

＊保険引受利益は、経常損益よりキャピタル損益、臨時損益を控除し、その他の収支を加味したものです。

⑤正味支払保険金

種　目
2021年度 2022年度

金額 構成比 金額 構成比
家財保険 11,218 千円 89.72％ 10,620 千円 94.25％
費用保険 1,285 千円 10.28％ 648千円 5.75％
その他の保険 － － － －
合計 12,503 千円 100.0％ 11,268 千円 100.0％

＊	正味支払保険金とは、元受契約の支払保険金から出再契約における回収再保険金を控除したものです。

⑥元受正味保険金

種　目
2021年度 2022年度

金額 構成比 金額 構成比
家財保険 113,934 千円 98.88％ 112,294 千円 99.43％
費用保険 1,285 千円 1.12％ 648千円 0.57％
その他の保険 － － － －
合計 115,219 千円 100.0％ 112,942 千円 100.0％
＊元受正味保険金とは、元受契約の支払保険金から元受保険金戻入を控除したものです。

⑦回収再保険金

種　目
2021年度 2022年度

金額 構成比 金額 構成比
家財保険 102,716 千円 100.0％ 101,674 千円 100.0％
費用保険 － － － －
その他の保険 － － － －
合計 102,716 千円 100.0％ 101,674 千円 100.0％
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2. 保険契約に関する指標
①契約者配当金
　該当ございません。

②正味損害率、正味事業費率及び正味合算率

種　目
2021年度 2022年度

正味
損害率

正味
事業費率

正味
合算率

正味
損害率

正味
事業費率

正味
合算率

家財保険 28.8% 86.4% 115.2% 28.4% 43.5% 71.9%
費用保険 16.0% 5.7% 21.7% 5.8% 2.4% 8.2%
その他の保険 － － － － － －
合　計 26.6% 72.5% 99.1% 23.2% 34.1% 57.3%

　＊正味損害率＝正味支払保険金 ÷正味収入保険料
　＊正味事業費率＝正味事業費 ÷正味収入保険料
　＊正味合算率＝正味損害率＋正味事業費率

③出再控除前の元受損害率、元受事業費率及び元受合算率

種　目
2021年度 2022年度

元受
損害率

元受
事業費率

元受
合算率

元受
損害率

元受
事業費率

元受
合算率

家財保険 19.4% 74.9% 94.3% 17.8% 73.1% 90.9%
費用保険 16.0% 74.8% 90.8% 5.8% 67.8% 73.6%
その他の保険 － － － － － －
合　計 19.4% 74.9% 94.3% 17.6% 73.0% 90.6%

　＊元受損害率＝元受正味保険金 ÷元受正味保険料
　＊元受事業費率＝事業費 ÷元受正味保険料
　＊元受合算率＝元受損害率＋元受事業費率

④出再を行った再保険会社の数と出再保険料の上位５社の割合

出再先保険会社の数 出再保険料のうち上位５社の出再保険料の割合
7社 85.0%

⑤支払再保険料の格付ごとの割合

格付区分 出再保険料における割合
Ａ－以上 100.0%
ＢＢＢ以上 －
その他 －
合　計 100.0%
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⑥未収再保険金の額

種　　目
2021年度 2022年度

金額 構成比 金額 構成比
家財保険 10,630 千円 100.0％ 12,161 千円 100.0％
費用保険 － － － －
その他の保険 － － － －
合計 10,630 千円 100.0％ 12,161 千円 100.0％

3. 経理に関する指標等
①支払備金

種　　目
2021年度 2022年度

金額 構成比 金額 構成比
家財保険 3,826 千円 100.0％ 4,478 千円 100.0％
費用保険 － － － －
その他の保険 － － － －
合計 3,826 千円 100.0％ 4,478 千円 100.0％

＊支払備金とは、元受契約における普通支払備金および既発生未報告損害からそれに関わる再保険契
約に基づく出再分を控除したものです。
②責任準備金

種　　目
2021年度 2022年度

金額 構成比 金額 構成比
家財保険 35,293千円 89.04％ 60,715千円 89.62％
費用保険 4,345 千円 10.96％ 7,029 千円 10.38％
その他の保険 － － － －
合計 39,638 千円 100.0％ 67,744 千円 100.0％

＊責任準備金とは、元受契約における普通責任準備金および異常危険準備金からそれに関わる再保険
契約に基づく出再分を控除したものです。

③利益準備金及び任意積立金の区分ごとの残高
該当ございません。

④損害率の上昇に対する経常損失の変動

損害率上昇のシナリオ 発生損害率が１％上昇すると仮定いたします。

計　　算　　方　　法

・増加する発生損害額＝既経過保険料の 1％
・経常利益の減少額＝増加する発生損害額
・増加する発生損害額を考慮しても異常危険準備金の
取り崩しをすべき金額になりません。

経常利益の減少額 643千円
＊既経過保険料は出再保険分を控除したものです。
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4. 資産運用に関する指標等
①資産運用の概況

項　　目
2021年度 2022年度

金額 構成比 金額 構成比
現金・預金 101,326千円 68.5％ 131,218千円 72.9％
金銭信託 － － － －
有価証券 － － － －
運用資産計 101,326千円 68.5％ 131,218千円 72.9％
総資産 147,981 千円 100.0％ 180,118 千円 100.0％

②利息配当収入の額及び運用利回り

項　　目
2021年度 2022年度

金額 利回り 金額 利回り
現金・預金 1千円 0.001％ 1千円 0.001％
金銭信託 － － － －
有価証券 － － － －
運用資産計 1千円 0.001％ 1千円 0.001％

③保有有価証券の種類別の残高及び合計に対する構成比
　該当ございません。
④保有有価証券利回り
　該当ございません。
⑤有価証券の種類別の残存期間別残高
　該当ございません。
　　　
責任準備金の残高の内訳

種　　目 普通責任
準備金

異常危険
準備金

契約者配当準備
金等 合計

家財保険 56,536千円 4,179千円 － 60,715千円
費用保険 3,684千円 3,345千円 － 7,029千円
その他の保険 － － － －
合計 60,220千円 7,524千円 － 67,744千円
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4 運営に関する事項
リスク管理の体制

当社が少額短期保険事業を営む際に発生しうるリスクの発生防止に係る管理体制の整
備、発生したリスクへの対応等（以下「リスク管理」という。）を行うことにより、少額短
期保険事業の健全かつ円滑な運営に資することを目的にリスク管理規程を制定しており
ます。
当社を取り巻く「リスク」とは、次に掲げる業務の遂行を阻害する要因をいいます。
①　保険契約引受に関するもの
②　資産の運用、資金の流動性に関するもの
③　情報システムに関するもの
④　事務手続に関するもの
⑤　コンプライアンスに関するもの
⑥　災害、非常事態に関するもの
⑦	 再保険に関するもの（※）

当社はこのようなリスクの防止・回避・軽減に対応するために、リスク管理委員会・コン
プライアンス委員会を設置しております。リスク管理委員会は随時、コンプライアンス
委員会は部門長会議内にて開催しております。
（※）当社は2022年4月よりトーア再保険株式会社、東京海上日動火災保険株式会

社、Labuan Re、CCR Re、Asia Insurance、Bangkok Insurance、Korean
Insuranceとの間で比例再保険方式による再保険契約を締結しております。出再割
合や出再方式について、リスク管理委員会で安全性を第一に検討の上、取締役会へ
報告、論議し最終判断する体制となっております。

法令遵守の体制

少額短期保険事業は、国民生活の安定・向上および経済の発展に密接な関わりを待つ公共
性の高い事業であり、その活動を通じ社会公共の福祉の増進に資するという社会的使命
を有しております。
当社が、お客さまからの負託や社会からの期待に応え、社会的責任を果たすためには、健
全な業務運営を通じて得られるお客さまや社会からの信頼が基礎となることから、確固
たる信頼の確立に向けて、「行動原則」および「基本的行動」からなる行動規範を定めてお
ります。

Ⅰ．行動原則
①お客さま本位の行動
②コンプライアンスと高い企業倫理に基づく行動
③社会的責任に基づく行動
Ⅱ．基本的行動

１．商品の提案・提供から支払いまでの適切なお客さま対応の推進

お客さまからの満足と信頼が得られるよう、お客さまのニーズに応える質の高い商品
およびお客さまの視点に立ったサービスを提供するとともに、保険金等のお支払いを
適切に行う。
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２．お客さまや社会との相互理解の促進

お客さまや社会に対し、事業活動に関する情報を正確かつ積極的に伝えるとともに、
広くお客さまの声を捉えた上で、誠実に対応し、経営に反映する。

３．お客さま情報の適正な取扱いと保護の徹底

少額短期保険事業におけるお客さま情報の重要性を認識し、適正な取扱いを行うとと
もに保護を徹底する。

４．コンプライアンスの推進

お客さまと社会からの確固たる信頼を確立するため、あらゆる法令をはじめ、社会的
規範を遵守した公正な事業活動を行う。

５. 反社会的勢力との対決

市民社会の秩序や安全に脅威を与えるような反社会的勢力とは断固として対決する。

６. 環境問題への取組みの推進

環境問題への取組みは人類共通の重要課題であるとの認識に立ち、自主的かつ積極的
に取組む。

７. 社会貢献活動の推進

自らの活動の基盤となる社会の健全かつ持続的な発展に向け、「良き企業市民」として
社会貢献活動に積極的に取組む。

８. 役職員の人権尊重と活力ある職場環境の実現

職員の人権を尊重するとともに、個々の能力が十分に発揮できる、働きやすい職場環
境を確保する。

９. リスク管理の徹底

お客さまに対する責務を確実に履行し信頼が得られるよう、経営者のリーダーシップ
のもとでリスク管理を徹底し、適切な運営および継続的な改善を行う。

１０. 再発防止の徹底と説明責任の遂行

お客さまや社会に影響を及ぼす事態が発生したときには、経営者の強いリーダーシップ
のもと、徹底した原因究明と再発防止に努めるとともに、お客さまや社会に対する説明
責任を果たす。
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個人情報の取扱について

当社は、個人情報保護の重要性を認識し、個人情報保護マニュアルを定め、「個人情報の保
護に関する法律」「金融分野における個人情報保護に関するガイドライン」等を遵守し、以
下の通り個人情報保護宣言を定めております。

個人情報保護宣言

弊社では、ご契約者の信頼を第一と考え、個人情報保護の重要性を認識し、お預かりし
たご契約者に関する取り扱いに関する方針を定め、その適切な管理・利用と保護に努め
ております。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	
	 	
①情報の収集と利用目的	 	 	 	 	 	
弊社では、お客さまとのお取引を安全確実に進め、業務上必要な範囲内でお客さまに関
する情報を収集させていただいております。これらの情報は、ご本人かどうかの確認、
ご申告内容の確認、保険契約の締結、保険金等の支払、弊社商品・その他各種サービス
のご案内・ご提供などの目的に利用されます。
②情報の収集方法と種類
主に申込書･契約書や取引書類などに記載・入力された情報を収集しております。お客
さまの住所、氏名など保険契約を締結するために必要な情報です。
③情報の第三者への提供
弊社は、お客さまに関する情報を第三者に提供する場合には、原則として、ご本人の同
意を取得いたします。但し次の場合は例外的にご本人の同意を得ないで、第三者に情
報を提供する事があります。
　･法令に基づく場合
　･再保険契約に伴い、当該保険契約の情報を提供する場合
④情報の保護	
弊社は、お客さまの情報を正確、最新なものにするよう適切な措置を講じておりま
す。また、お客さまへの不当なアクセスなどを防止するため、万全を尽くしておりま
す。	
⑤お問い合わせについて
お客さまご自身に関する情報開示のご依頼があった場合は、請求者がご本人であること
を確認させていただいたうえで、お答えしております。また、お預かりした情報が不正確
だった場合は、正確なものに変更させていただきます。
お問い合わせ窓口	
〒283–0068　	 千葉県東金市東岩崎15-6
	 	 	 ジック少額短期保険株式会社　　管理部　個人情報係

　〒283–0068　 	 千葉県東金市東岩崎15-6
ジック少額短期保険株式会社　　代表取締役　川村峰生
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反社会的勢力に対する基本方針

当社は、少額短期保険事業に対する公共の信頼を維持し、業務の適切性および健全性を確
保するために、下記の通り「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、市民社会の秩序や
安全に脅威を与える反社会的勢力との関係遮断を徹底いたします。

①	反社会的勢力とは、取引を含めた一切の関係を遮断いたします。
②	反社会的勢力による不当要求に対し、組織全体として対応するとともに、対応する役
職員の安全確保に努めます。

③	反社会的勢力による不当要求に備えて、平素より、警察、弁護士等の外部専門機関との
緊密な連携体制強化を図ります。

④	反社会的勢力による不当要求に対しては一切応じず、毅然として法的対応を行います。
⑤	反社会的勢力との事実を隠ぺいするための裏取引や、反社会的勢力への資金提供は、
絶対に行いません。
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2023年6月26日
お客さま本位の業務運営に係る基本方針の改訂について

ジック少額短期保険株式会社

ジック少額短期保険株式会社（以下、「当社」）は、「行動原則」において「お客さま本
位の行動」を基本理念とし、少額短期保険商品の提案・提供から保険金支払いまで
の適切なお客さま対応を推進してまいりました。お客さま本位の業務運営をより一
層明確化するために、2017年9月13日、「お客さま本位の業務運営に係る基本方
針」（以下、「基本方針」）を策定いたしました。その後、2021年6月28日に本基本
方針を見直し、2022年6月23日にこれまでの取り組みを踏まえて、本基本方針を
以下のとおり改訂いたしました。

お客さま本位の業務運営に係る基本方針

①お客さま本位の業務運営
当社は、少額短期保険事業がお客さまに安心を提供し、お客さまからの信頼を基礎に成り
立つ公共性の高い事業であることを認識し、お客さまからの信頼に応えることが最重要
との価値観に立ち、本基本方針に則り全ての業務運営に取り組んでまいります。

②お客さまの最善の利益の追求
当社は、お客さまが必要とする少額短期保険商品を開発・提供することが、お客さまの最
善の利益につながる少額短期保険業者の使命であると考えております。このため、商品
開発にあたっては、高度な専門性スキルの向上に努め、全てのお客さまに公正で最適な商
品の開発と提供に努めてまいります。また、事故対応においても、1日でも早く正しい保
険金をお支払いできるよう、お客さまに寄り添った対応に努めてまいります。

③利益相反の適切な管理
当社は、お客さまに提供する商品やサービスが、お客さまの利益に反する恐れがないかを
不断に検証し、商品の販売に際しても利益相反の可能性がある場合には当該利益相反を
適切に管理し、お客さまへの十分な情報提供を徹底いたします。

④重要な情報の分かりやすい提供
当社は、保険商品に十分な知識を有しないお客さまが存在していることを認識し、保険募
集に係る文章やホームページの内容を、分かりやすく平易な表現で作成する事に留意し
ております。今後も保険商品ごとの特性を踏まえて、お客さまに重要な情報を分かりや
すく提供するよう努めてまいります。また、保険金の請求手続きの際も、お客様やお相手
の方に、丁寧で分かりやすい説明を実践するよう努めてまいります。
⑤お客さまにふさわしいサービスの提供
当社は、特定のマーケット（賃貸住宅に係るマーケット、高齢者単身世帯に係るマーケッ
トなど）に対して、少額短期保険商品の開発と提供を行ってまいりました。特定マーケッ
トのおけるお客さまの必要とされる補償やニーズ、保険加入目的を考慮・把握して、役職
員は取扱商品の仕組みや知識の習得に努め、お客さまにふさわしい商品の提供や販売方
法の改善等にも留意し、少額短期保険商品の提供に努めてまいります。
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⑥役職員に対する適切な動機づけの枠組み
当社は、お客さまに最適な補償を提供し、お客さま本位の業務運営を推進するために、役
職員一丸となって研鑽を深め、本基本方針の浸透に向けた取り組みを推進してまいりま
す。
＜ご参考＞
金融庁「顧客本位の業務運営に関する原則」（以下、「金融庁原則」）と当社「お客さま本位
の業務運営に係る基本方針」（以下、「当社基本方針」）との関係は以下のとおりです。

金融庁原則 当社基本方針
原則２ 方針２
原則３ 方針３
原則５ 方針４
原則６ 方針５
原則７ 方針６

・金融庁原則には、各原則に付されている（注）を含みます。
・原則４、原則５（注２）（注４）、原則６（注１～４）は、当社の取引形態上、または該当す
る商品・サービスの取扱いがないため、方針の対象としておりません。
・金融庁原則の詳細につきましては、金融庁ホームページ（https://www.fsa.go.jp）にて
ご確認ください。

「お客さま本位の業務運営」に基づく取組状況
当社は2017年9月13日に「お客さま本位の業務運営に係る基本方針」を策定し、お
客さまからの信頼に応えることが最重要との価値観に立ち、すべての業務運営に取り
組んでまいりました。その取組状況を2019年12月20日と2021年5月25日およ
び2022年6月23日に、それぞれ公表しております。
引き続き2022年度（2023年3月末）までの当社の取り組みについて、以下の通りご
案内いたします。
方針①　お客さま本位の業務運営
当社は、株式会社シノケングループのグループ会社として、主に賃貸住宅入居者向けの
家財保険の提供を通じて、お客さまのお役に立てるお客さま本位の少額短期保険会社を
目指しております。
その結果、当社と保険契約を締結していただいているお客さまは、下表のとおり推移し
ております。
【保有契約件数の推移】

2021年3月 2022年3月 2023年3月
保有契約件数 40,232 53,628 58,751

方針②　お客さまの最善の利益の追求
当社は、2019 年に千葉県を襲った複数の台風や前線による風水害の被害を受けたお
客さまの声を受けて、2020 年 7月に家財保険をリニューアルいたしました。従来の家
財保険は風水害による家財損害に関して、縮小して保険金をお支払いする方式としてい
たため、損害額全額を保険金としてお支払いすることができませんでした。リニューア
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ルされた商品は、保険金を縮小せず保険金額を限度に新価実損払いで 100％補償する
ため、お客さまのお役に立てる家財保険となっております。
2021年度は、事故に遭われたお客さまへ 1日でも早く保険金をお支払いするために、
親会社が販売した物件に入居しているお客さまへ、保険金請求時に必要な紙ベースの保
険金請求書の省略を試行的に開始いたしました（一部事案は除く）。その結果、お客さ
まへの保険金支払い日数を 5.8 日ほど短縮することができました。そのため、2022 年
度はすべてのお客さまへ保険金請求書の省略を実施いたしました（一部事案は除く）。
その結果、保険金請求書省略事案のお客さまへの保険金お支払い日数を 6.1 日ほど短縮
することができました。
【保険金支払い平均日数の比較】
保険金支払い平均日数 保険金請求書省略事案 左記以外

2021年度 24.7日 30.5日
2022年度 26.2日 32.3日

※保険金支払い日数 ･･･ 事故受付日から保険金支払い日までの日数

方針③　利益相反の適切な管理

当社は、お客さまのご意向に沿った保険商品をご提供するため、家財保険ガイドブッ
クを作成し、その中に家財の簡易評価表を掲載しております。家財の簡易評価表は、お
客さまが適切な保険プランを選択する際の参考としてご活用いただいております。
2022 年度は、苦情が多い代理店などリスクベースで代理店を抽出し、営業担当者が
訪問の上、お客さまの利益に反した不適切な保険募集を行わないよう、研修を実施いた
しました。引き続き、お客さまのご意向に沿い、お客さまの利益に反しない保険募集の
体制の推進に努めてまいります。

方針④　重要な情報の分かりやすい提供
当社は、お客さまに重要な情報を分かりやすくお伝えするため、ホームページや保険
契約満期のお知らせ等の記載を平易にするよう努めております。2020 年 7月の家財保
険のリニューアルに合わせて、補償内容や重要事項説明書、普通保険約款および各種お
客さま向け安心サービスの紹介を 1冊にまとめた「家財保険ガイドブック」の提供を開
始いたしました。お客さまへのガイドブックによる情報の提供は、2022 年 7月に販売
を開始したテナント保険においても採用しております。今後も、多くのお客さまに分か
りやすく情報を提供するよう、取り組みを進めてまいります。
当社は、商品・サービスの内容や情報を、主に代理店を通じてお客さまへ提供しておりま
す。そのため、お客さまに重要な情報を分かりやすく提供するためには、代理店のスキル
アップが不可欠と考えております。2022年度は、2021年度に採用した一般社団法人
日本少額短期保険協会が提供している「e-ラーニングシステム」を引き続き採用し、全募
集人に受講・合格を促しました。今年度以降も同システムの受講により代理店の募集ス
キルを向上させ、お客さまに重要な情報を分かりやすく提供できるよう、取り組んでまい
ります。
当社は「改正障害者差別解消法」の成立、「保険会社向けの監督指針」の改正を受けて、
2022年度に「障がい者対応規程」を新たに策定いたしました。また、障がい者の皆さま
への合理的配慮の提供と環境整備の一環として「耳マーク」の取得、電話リレーサービス
の活用など、当社として対応可能な範囲で積極的な取り組みの推進を行いました。また、
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「障がい者対応規程」の策定と併せて、高齢者に対する保険募集ルールの見直しも行いま
した。今後も、様々なお客さまに重要な情報を分かりやすく提供していくために取り組
んでまいります。

方針⑤　お客さまにふさわしいサービスの提供
2022年度は、保険金を請求されたお客さまへのアンケートを実施いたしました。アンケ
ートの結果については、90.4％のお客さまから「大変満足～やや満足」との評価をいただ
きました。一方で、4.0％のお客さまには満足いただけていない結果となっております。
この結果を全役職員で共有し、真摯に受け止め、事故対応サービスの向上に役立ててま
いります。
【保険金支払い業務に関するアンケート結果】

大変満足

50.4%

満足

31.3%

やや満足…

どちらともいえない…

やや不満足…

不満足

0.4% 大変不満足

0.8%

※アンケート実施期間は 2022年 6月～ 2023年 3月

※期間中のアンケート回答総数は 252件

当社は、2022年 9月からお客さまの声の収集を開始いたしました。今後も、当社
はお客さまの声を業務改善・サービス向上に活かしていくよう、取り組んでまいり
ます。

【いただいたお客さまの声の件数】
契約手続き
に関するも
の

解約手続き
に関するも
の

満期案内に
関するもの

保険金支払
いに関する
もの

当社の対応
に関するも
の

その他

2022年度 10件 10件 8件 3件 11件 3件

大変満足
50.4%

満足
31.3%

やや満足
8.7%

どちらともいえない
5.6%

やや不満足
2.8%

不満足
0.4% 大変不満足

0.8%
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【いただいたお客さまの声および改善内容】
いただいたお客さまの声 改善内容

月払契約の満期のお知らせに関する案内書
面が分かりにくい。

お客さまのご指摘部分をより分かりやすい
表現に修正いたしました。

お客さまページの表示に時間が掛かり
すぎである。

表示までに一定の時間を要するメッセージ
を表記いたしました。また、システム改修
を検討しております。

方針⑥　役職員に対する適切な動機づけの枠組み
当社は、お客さまからの苦情を共有・分析することにより、すべての役職員がお客さま本
位の業務運営を正しく理解すると考えております。当社は、取締役会において半期ごと
に苦情を共有・分析し、経営改善に活かしております。
2022年度は、2021年度に引き続き、代表取締役が社員に向けて苦情への取り組みやコ
ンプライアンス、お客さま本位の業務運営の必要性等をYouTube動画にて6回配信いた
しました。代表取締役が社員に直接語り掛けることにより、社員への適切な動機づけを
推進しております。
また、2022年度からは、毎月開催している部門長会議内のコンプライアンス委員会で、
前月の苦情やお客様の声を共有・分析しております。
引き続き、お客さま本位の業務運営がすべての役職員へ適切に浸透する社風作りに努め
てまいります。
【苦情件数の推移】

2021年3月 2022年3月 2023年3月
受付件数 11 14 22

以上

お客さま相談窓口

当社の商品・サービス等に関するご質問、ご意見、苦情等のお申し出につきましては、下
記のお客さま相談窓口で承っております。
寄せられたご意見、苦情等につきましては、解決に向けて真摯な対応に努める所存でござ
います。

■ご相談窓口	 ジック少額短期保険株式会社　　
管理部　お客さま相談窓口
電話：0120－849－431
受付時間：24時間・365日 自動応答受付
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指定紛争解決機関

当社との問題を解決できない場合、お客さまの必要に応じて一般社団法人日本少額短期
保険協会が運営する公正・中立な立場の指定紛争解決機関「少額短期ほけん相談室」を利
用いただくことも可能です。

■少額短期ほけん相談室　	 電話：0120－82−1144　
FAX：03－3297－0755　　
受付時間：9：00 ～ 12：00　13：00 ～ 17：00
（土・日・祝日、年末年始の休業日を除く）

※詳細は一般社団法人日本少額短期保険協会のホームページをご確認ください。
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5 財産の状況
計算書類

① 貸借対照表　　　　　　　　　　　　　　　　　　 																												（単位：千円）

科　　目 2021年度末 2022年度末 科　　目 2021年度末 2022年度末
（資産の部） （負債の部）

現金及び預貯金
現金
預貯金

有形固定資産
その他の有形固定資産
無形固定資産
　ソフトウェア
その他の無形固定資産
代理店貸
再保険貸
その他資産
未収金
前払費用

101,326
10

101,316
0
0

7,053
7,033
20

4,423
10,630
12,549
1,808
595

131,218
11

131,207
0
0

6,897
6,877
20

4,767
12,161
13,074
3,848
573

保険契約準備金
支払備金
責任準備金

再保険借
その他負債
未払法人税等
未払金
未払費用
預り金
仮受金

その他引当金

負債の部　合計

43,464
3,826
39,638
19,563
18,737
848
14

6,473
1,441
9,961
5,292

87,057

72,222
4,478
67,744
18,187
20,264
1,424
－

5,983
2,336
10,521
5,376

116,049
その他の資産
　保険積立金
　貯蔵品
　敷金
　保証金
　仮払金
　立替金

　　長期貸付金
供託金

10,146
4,948
4,306

5
480
－
182
225

12,000

8,653
3,904
4,186

5
480
10
23
45

12,000

（純資産の部）
資本金
利益剰余金
利益準備金
繰越利益剰余金

株主資本合計

純資産の部　合計

44,000
16,924
500

16,424
60,924

60,924

44,000
20,069
500

19,569
64,069

64,069

資産の部　合計 147,981 180,118 負債及び純資産の部		合計 147,981 180,118
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②損益計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
科　　　　　目 2021年度 2022年度

経常収益
　保険料等収入

保険料
再保険収入
　回収再保険金
　再保険手数料
　再保険返戻金

　支払備金戻入額
　責任準備金戻入額
　資産運用収益

利息及び配当金等収入

1,160,130
1,155,770
631,470
524,300
102,716
410,914
10,670
354
－
1
1

1,262,498
1,259,937
690,361
569,576
101,674
450,931
16,971

－
－
1
1

その他運用収益
その他経常収益

－
4,005

－
2,560

経常費用
保険金等支払金
保険金等
解約返戻金等
契約者配当金
再保険料

責任準備金等繰入額
　　支払備金繰入額
　　責任準備金繰入額
資産運用費用
事業費
営業費及び一般管理費
税金
減価償却費
退職給付引当金繰入額

その他経常費用

1,159,410
710,354
115,219
37,055

－
558,080
4,044
－

4,044
－

445,012
439,988
1,875
3,149
－
－

1,267,993
771,787
112,942
49,908

－
608,937
28,757
652

28,105
－

467,449
461,840
2,330
3,279
－
－

経常利益又は経常損失（△） 720 △ 5,495
特別利益 4,166 10,542
特別損失 459 325
契約者配当準備金繰入額
税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△）
法人税及び住民税
法人税等調整額
法人税等合計

－
4,428
1,618
－

1,618

－
4,722
1,576
－

1,576
当期純利益又は当期純損失（△） 2,810 3,145

＊正味収入保険料の内訳は以下の通りです。
　　　　	 収入保険料　　　	 690,361 千円
　	 再保険返戻金　　 	 16,971 千円
	 支払再保険料　　	 608,937 千円
　　　　　	解約返戻金　　　 	 49,908 千円
													 差引　　　　　　	 48,487 千円

＊正味支払保険金は、11,268 千円です。
＊ 1株当たりの当期純利益は、3,145 円 13銭です。



５

財
産
の
状
況

34

③キャッシュ・フロー計算書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
科　　　　　目 2021年度 2022年度

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益（△は損失）
減価償却費
保険業法第 113条繰延資産償却費
支払備金の増加額（△は減少）
責任準備金の増加額（△は減少）
貸倒引当金の増減額（△は減少）
その他引当金
価格変動準備金の増加額（△は減少）
利息及び配当金等収入
代理店貸の増加額（△は増加）
再保険貸の増加額（△は増加）
代理店借の増加額（△は減少）
再保険借の増加額（△は減少）
その他
　　小　　　　　　　計
利息及び配当金等の受取額
利息の支払額
その他
法人税等の支払額

営業活動によるキャッシュ・フロー

4,428
3,149
－

△354
4,044
－

1,092
－
1

△245
92
－

3,762
△ 499
15,470

－
－
－

△769
14,701

4,722
3,279
－
652

28,105
－
84
－
△ 1

△344
△1,531

－
△1,376
△799
32,792

1
－
－

△1,001
31,792

投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出
保険積立金の積立による支出
貸付金の回収による収入
保険業法第 113条繰延資産の取得による支出
その他

投資活動によるキャッシュ・フロー

△1,276
△ 898

－
－
－

△2,174

△3,124
1,044
180
－
－

△1,900

財務活動によるキャッシュ・フロー
借入れによる収入
借入金の返済による支出
株式の発行による収入
配当金の支払額配当金の支払額
その他

財務活動によるキャッシュ・フロー

－
−
−
－
－
−

－
−
−
－
－
−

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 12,527 29,892

現金及び現金同等物期首残高 88,799 101,326

現金及び現金同等物期末残高 101,326 131,218
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④株主資本等変動計算書　	

（単位：千円）
株主資本

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金
資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

前期末残高 44,000 	 	 	500 16,424 16,924 60,924
当期変動額
新株の発行
剰余金の配当
当期純利益 3,145 3,145 3,145
株主資本以外
（純額）
納税充当金戻入
当期変動額合計 3,145 3,145 3,145
当期末残高 44,000 500 19,569 20,069 64,069

【注記事項】
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）	固定資産の減価償却の方法
　　	①有形固定資産………………定額法
	 	 なお、主な耐用年数は以下の通りです。
	 	 工具器具備品………………４～８年
　　	②無形固定資産………………定額法
	 	 なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。
（２）	消費税等の会計処理の会計処理については、税込処理方式によっております。
２．貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額………………1,067千円
（２）リース取引の処理方法
	 リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
3．株主資本等変動計算書に関する注記

（単位：株）

株式の種類 前年度末
株式数

当年度
増加株式数

当年度
減少株式数

当年度末
株式数

発行済株式
普通株式 1,000 ― ― 1,000
合計 1,000 ― ― 1,000
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4．関連当事者との取引に関する注記
（単位：千円）

属性 会社名
議決権等
の被所有
割合

関連当事
者との
関係　

取引内
容（注） 取引金額 科目 期末

残高

親会社
株式会社
シノケン
グループ

（被所有）
直接
50.00％

役員の兼
任 ― ― ― ―

親会社の
子会社

株式会社
シノケン
オフィス
サービス

―

当社商品
の販売

代理店
手数料 74,113 代理店

貸 294

当社ｼｽﾃﾑ
の開発等

システム
開発・メン
テナンス
費用

2,244 未払費
用 ―

親会社の
子会社

株式会社
シノケン
ファシリ
ティーズ

― 当社商品
の販売

代理店
手数料 31,882 代理店

貸 126

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
						取引条件は、市場実勢を勘案し、交渉の上決定しております。

5．１株当たり情報に関する注記
（１）１株当たり純資産額………………64,069円18銭
（２）１株当たりの当期純利益…………3,145円13銭

6．その他の注記
金額単位は、千円未満を四捨五入しております。
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保険金等の支払能力の充実の状況（ソルベンシー・マージン比率）

2022 年度末
（A）ソルベンシー・マージン総額 71,593 千円

①純資産の部合計（社外流出予定額、評価・換算差額等及び繰延資産を除く） 64,069 千円
②価格変動準備金 －
③異常危険準備金 7,524 千円
④一般貸倒引当金 －
⑤その他有価証券の評価差額（税効果控除前）（99%又は 100%） －
⑥土地含み損益（85%又は 100%） －
⑦契約者配当準備金の一部（除、翌期配当所要額） －
⑧将来利益 －
⑨税効果相当額 －
⑩負債性資本調達手段等 －

告示（第 14号）第 2条第 3項第 5号イに掲げるもの
（⑩ (a)） －

告示（第 14号）第 2条第 3項第 5号イに掲げるもの
（⑩ (b)） －

⑪控除項目（－） －
（B）リスクの合計額　√ [R12 + R22] + R3 + R4 9,837 千円

保険リスク相当額 7,015 千円
R1　一般保険リスク相当額 7,015 千円
R4　巨大災害リスク相当額 －

R2　資産運用リスク相当額 6,505 千円
価格変動リスク相当額 －
信用リスク相当額 1,312 千円
子会社等リスク相当額 －
再保険リスク相当額 5,071 千円
再保険回収リスク相当額 122千円

R3　経営管理リスク相当額 270千円
（C）ソルベンシー・マージン比率 [(A)/｛(B)×(1/2)｝]×100 1,455.5%

※	ソルベンシー・マージン比率とは、巨大災害発生などの「通常の予測を超える危険」（上表
(B)）に対する「保険会社が保有する支払余力」（上表(A)）の割合を示す指標として、保険業
法に基づき計算されるものです。

時価情報等

①	有価証券等
　	該当ございません。

②	金銭の信託
　	該当ございません。



本ディスクロージャー資料は、保険業法第 272 条の
17 において準用する保険業法第 111 条および保険
業法施行規則第 211 条の 37 に基づいて作成した資
料です。
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